
５．就業支援に関する施策等 

（雇用・就業機会の増大） 
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特定求職者雇用開発助成金 

   母子家庭の母等の就職が特に困難な者の雇用機会の増大を図るため、これらの者をハローワーク等の紹介により、継続して

雇用する労働者として雇い入れる事業主に対し、特定求職者雇用開発助成金を支給している。 

支給額（平成２１年度） 

対象労働者（一般被保険者） 
助成金 

助成期間 
大企業 中小企業 

①母子家庭の母等 

  （短時間労働者除く） 
５０万円 ９０万円 １年 

②母子家庭の母等 

  （短時間労働者） 
３０万円 ６０万円 １年 

支給実績 

  平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

受給件数 22,052件  22,171件  22,236件  22,463件   22,984件  25,576件 

受給額 57億円 58億円 58億円 59億円  61億円  74億円 
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トライアル雇用奨励金 

 母子家庭の母等は、子育てとの両立のため求職活動が制限されてしまうこと、未就職期間が長いため、就労能力への不安を有
すること等により就職が困難な状況にある。このため、母子家庭の母等がその家庭環境、適性・能力にふさわしい職業につくこ
とができるよう、国は、求人者と求職者とが相互に理解を深めるための試行雇用（トライアル制度）（月額４万円（最大３ヶ
月）を事業主に支給）を母子家庭の母等に対しても実施し、早期就職の促進を図っている。 

トライアル雇用開始人数 

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

２５１人 ３２３人 ３２７人 ２９０人 ２１９人 １４９人 
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通常の距離基準（平成１０年大蔵省告示第７４号） 

繁華街（Ａ） 繁華街（Ｂ） 市街地 住宅地（Ａ） 住宅地（Ｂ） 

指定都市 ２５ ５０ １００ ２００ ３００ 

市制施行地 ５０ １００ １５０ ２００ ３００ 

町村制施行地 － － １５０ ２００ ３００ 

（注）母子及び寡婦に対する特例は上記距離に１００分の８０を乗じた距離を適用する。 

 製造たばこの小売販売業の許可に当たっては、母子及び寡婦福祉法第26条及び第34条に基づき、同法第６条第３項に規定す
る寡婦若しくは同条第６項に規定する配偶者のない女子で現に児童を扶養しているものに該当する者については、許可基準の特
例として、大蔵省告示（平成10年大蔵省告示第74号）２（１）に基づいて、同告示１の距離基準を緩和した距離（距離基準に
100分の80を乗じて得た距離）を適用しているところであり、平成２１（2009）年度において、本特例を適用して１７件の
新規許可を行った。 

母子及び寡婦に対する特例を適用した新規許可状況 

平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

許可件数 ６２件 ４７件 ２６件 ２５件 １９件 ２４件 １７件 

資料：財務省理財局調べ 
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母子福祉団体等への事業発注の推進 

  母子家庭の母の就業機会の増大を図るためには、母子福祉団体等母子家庭の母の福祉の増進を主たる目的とする団体の受注
機会を増大させることも有効である。 
  このため、国においても、地方公共団体に対し、母子家庭施策担当者の全国会議等を通じて、母子福祉団体等の事業受注の機
会の増大が図られるよう、周知を図っている。 
 特に、地域において母子家庭の自立支援の中核となる「母子家庭等就業・自立支援センター」については、母子福祉団体に運
営委託される例が多く、平成２１（2009）年度には７４地方公共団体において委託されている。 

母子家庭等就業・自立支援センター事業について母子福祉団体へ運営委託を行っている自治体数 

平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

自治体数 ３５ ５５ ５８ ６３ ６５ ６９ ７４ 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 
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母子家庭の母の就業支援を図る優良企業等の表彰 

 母子家庭の母の就業を推進するためには、母子家庭の母を雇用する企業側にも働きかけ、母子家庭の母が働きやすい環境整備
等の取組を促進することが有効である。 
  このため、平成18（2006）年度に、母子家庭の母の就業支援を図る優良企業等の表彰制度を創設し、母子家庭の母を相当数
雇用している企業、母子福祉団体等に事業を発注している企業など母子家庭の母の就業支援に積極的に取り組んでいる企業等を
年１回表彰している。 
  平成20(2008)年度及び平成21（2009）年度には、母子家庭の母を相当数雇用している企業として、次の企業を表彰し
た。 

＜平成20年度（10社）＞ 
 
・エス・オー・シー株式会社秋田工場（秋田県） 
 
・医療法人社団 功連会 南富山中川病院（富山県） 
 
・医療法人社団 恒仁会 静岡広野病院（静岡県） 
 
・社会福祉法人 長茂会（三重県） 
 
・特定非営利活動法人 あいあい（三重県） 
 
・医療法人 久仁会 鳴門山上病院（徳島県） 
 
・医療法人 和光会 恵寿病院（長崎県） 
 
・株式会社 美泉（長崎県） 
 
・札幌集団給食事業協同組合（札幌市） 
 
・ダイスイ設備株式会社（名古屋市） 
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＜平成21年度（７社）＞ 
 
・有限会社 すこやか（東京都） 
 
・株式会社 ヨシケイ滋賀（滋賀県） 
 
・社会福祉法人 瑞祥（愛知県） 
 
・オーケーズデリカ株式会社（三重県） 
 
・医療法人 恒生堂 永田整形外科病院（福岡県） 
 
・医療法人社団 天翠会 松井病院（福岡県） 
 
・社会福祉法人聖隷福祉事業団 奄美佳南園（鹿児島県） 



 平成15（2003）年10月に厚生労働省内の母子家庭雇用促進チームによって取りまとめられた「母子家庭の雇用促進に向
けた当面の取組」や、平成16(2004)年３月に母子家庭の母の就業支援に関する関係省庁連絡課長会議において申し合わされ
た「国の機関の非常勤職員を公募する場合に、その求人情報を母子家庭等就業・自立支援センターへ提供するとともに公益法
人等に職員の求人情報を母子家庭等就業・自立支援センターへ提供することを要請するなど、母子家庭の母の就業の促進に配
慮する」旨の内容に基づき、様々な機会を捉えて、国においては、国の機関の非常勤職員の求人情報を母子家庭等就業・自立
支援センターへ提供するとともに、公益法人、社会福祉施設等の関係団体や地方公共団体に対し、非常勤職員等の求人情報を
母子家庭等就業・自立支援センターへ提供するよう要請してきた。 

行政機関等における雇用促進の取組 

平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

国の機関   ４４名   ３２名   ２６名   ４７名   ５９名 ５７名 

１日８時間週５日勤務   １０名     ４名     ２名     ８名   １８名 ３０名 

上記に満たない者   ３４名   ２８名   ２４名   ３９名   ４１名 ２７名 

地方公共団体及び関係団体 １７９名 ２０２名 ２１９名 ３５８名 ４３２名 ３９０名 

１日８時間週５日勤務    ４２名   ４６名    ４８名    ９７名 １４３名 １５５名 

上記に満たない者 １３７名 １５６名 １７１名 ２６１名 ２８９名 ２３５名 

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ 
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職業訓練等による資格・技能の取得支援 

就業・社会活動困難者への訪問支援等の実施 

母子寡婦福祉 

貸付金の拡充 

職業紹介等を行う企業等によるひとり親家庭の就業支援 

ひとり親家庭等 

の在宅就業支援 

職業紹介等を行っている企業等に委託して、施設退
所者等に対する相談支援、就職活動支援、職場開
拓等を行う 

職業紹介等を行う企業等による婦人保護施設等の退所者等の就業支援 

・資格がないので不安定
な就労からぬけ出せない 
 

・養成機関に通う際の生
活費がない 

職業訓練機会が充実され
ていても、子どもが預けら
れないので参加できない 

高等技能訓練の受講時における給付の充実 
 

・支給額の引き上げ（月額103,000円→141,000円） 
 

・今後３年間に修学している者について、支給対象期
間を修業期間全期間とする。（現行：修業期間の後半
の１／２） 

母子家庭等就業・自立支援センター等において託児
サービスを提供（★）                                      

子育てと生計２重の負担
に加え、厳しい雇用情勢
により就業が困難 

職業紹介等を行っている企業等に委託して、相談支
援、就職活動支援、職場開拓等を行う（★） 

母子家庭になり、地域と
の結びつきが薄く、就業
活動や社会活動に踏み
出せない 

・福祉事務所等に臨時配置する戸別訪問員による相
談支援の実施、就業支援策の活用への結びつけ等 

生活が苦しい
が、子育ての
ため、これ以
上パートを増
やせない 

知識技能の習
得や生活に要
する費用、子
どもの就学に
要する費用等
について貸付
けを実施 

ひとり親家庭等
による在宅就
業を積極的に
支援しようとす
る地方自治体
に対し助成を
行う（★） 

○貸付利率の 

 引き下げ 

 

○貸付条件の 

 緩和 

精神的に傷を負っている
こと等に加え、厳しい雇用
情勢により一層就業が困
難  

★の事業については、父子家庭も対象。 

安心こども基金の拡充（1,500億円
→2,500億円）のうち、「ひとり親家庭
等の支援の拡充」500億円 
 

※母子寡婦福祉貸付金除く 
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平成２１年度補正予算によるひとり親家庭等対策の強化 


